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1有森(2015）では、新浪剛史（サントリーホールディングス社長）、藤森義明（住生活グループ社長兼ＣＥＯ）（退任済）、
原田泳幸（ベネッセホールディングス会長兼社長）（退任済）、松本晃（カルビー代表取締役会長兼ＣＥＯ）、魚谷雅彦
（資生堂代表取締役社長）等が代表的な「プロ経営者」として紹介されている。（肩書は 2017年 8月末時点） 
2小杉(2015)は、40代を中心に、いくつかの会社を経験して実力をつけて、外資系、ファンド系、オーナー系企業の社
長として活躍する 31名の「プロ経営者」を紹介している。 
3東証マザーズに上場する企業数は、1999年末の 2社から 2017年 10月末には 246社に増加した。（日本取引所グル
ープホームページ http://www.jpx.co.jp/listing/co/index.htmlより） 
4厚生労働省編(2016,p274)を見ると、年収 1500万円以上の経営コンサル等の 45.1%、ＩＴ技術者の 44.9%が 2回以上
の転職経験があり、5年間の転職入職率は、前者が 25.1%、後者が 23.4%である。 
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表１―１  日米の企業トップの経歴比較 
 最高経営責任者 その他役員（含む執行役員） 
日本 米国 日本 米国 
新卒採用 43人 (98%) 18人 (55%) 992人 (93%) 180人 (41%) 
中途採用 0人 (0%) 5人 (15%) 46人 (4%) 110人 (25%) 
役員採用 1人 (2%) 10人 (30%) 32人 (3%) 152人 (34%) 















                                                   





































                                                   






















































ると言える。130 の国と地域から 175 を超える会計職業専門家団体の加盟するＩＦＡＣ














                                                   































①成長戦略           ⑥グループ経営管理 
（Ｍ＆Ａ，事業売却、事業再生） ⑦グローバル税務戦略 
②株式公開、ＭＢＯ       ⑧リスクマネジメント 
③投資意思決定         ⑨内部統制 
















業数は、1998年度から 2008年度の 10年間で、1434社から 2763社へとほぼ倍増してお
















































した中、登場した小泉政権は、2001 年 4 月の緊急経済対策として、金融機関の不良債権




















































































































































































































図２－１ 組織の 3次元モデル  































































(Service/Dedication to a 






























































































































(出典)Ellig and Thatchenkery(1996) 
 
DeFillippi and Arthur(1994)によると、バウンダリレス・キャリアを志向するには、







































（Silicon Valley Inc.） 
薄い 
（社内中心の人間関係） 
他社との情報交換 オープン 禁止 
仕事と生活 一体化 分離 
非公式な情報交換の場 多い 少ない 
退職者との関係 関係を維持 関係を断絶 
忠誠心の対象 先進的技術 会社 
企業間の近接性 極めて近い 一定の距離あり 






























































低い 高い  













































































                                                   






項目 組織内キャリア プロティアン・キャリア 
キャリアの管理主体 組織 個人 
キャリア空間 １つの組織内 組織の枠に囚われない 


































職務成果 地位、報酬 心理的成功 






















図２―２ キャリア・ステージの新規モデル （習熟ステージ） 





























































面に注目する（Gubler, Arnold and Coombs, 2014, Briscoe, Hall and Frautschy 
DeMuth,2006）とされている13。 
                                                   
13 Briscoe, Hall and Frautschy Demuth(2006）は、計 298名のビジネス系学部生、MBA学生、製造業の管理職、エグ
ゼクティブを対象とした質問紙調査をもとに、プロティアン・キャリアについては、キャリアの自己管理志向
(self-diredcted career management)と価値優先(value-driven)の 2因子、バウンダリレス・キャリアについては、バ

















































































































































































































































































































































ステップ フェーズ 特性 





Ⅳ 安定(stabilization) 人格と役割の安定した結合 
Ⅴ／Ⅰ14 準備(preparation) サイクルの更新 









































































































































脈絡の変化 なし 大きい 大きい 少し 
関係の変化 少し 大きい 大きい 中程度 
地位の変化 中程度 少し 少し 大きい 






1.頻度 多様 稀 稀 稀 
2.振幅 低い 低い 高い 中程度 
3.つり合い 各段階が短い 遭遇段階が長い 各段階が長い 順応段階が長い 
4.連続性 高い 高い 低い 低い 
5.裁量の余地 中程度 低い 多様 高い 
6.複雑性 低い 高い 高い 低い 
7.推進力 状況 状況 本人 状況 
8.促進要因16    －    －    －    － 
9.重要性 低い 中程度 高い 高い 









































































































































































































































































































内訳は、男性 6名、女性は 2名である。最初の就職先は、日本企業が 6名（大企業 5名、
中小企業 1名）、外資系企業が 2名（国内 1名、米国 1名）、年齢層は 40歳台 3名、50歳
台 4名、60歳台 1名である。 
経験社数は多い人で 8社、少ない人で 3社であり、平均すると約 6社である。ＣＦＯを
務めた会社数は多い人で 5社、少ない人で 1社であり、平均すると 2社強である。ＣＦＯ
を経験した延べ 19社の内訳は、外資系 10社、日系 9社である。日系企業の内訳は、上場
企業 2社、上場企業の海外子会社 2社、ファンドの投資先 4社、ベンチャー企業 1社であ
る。経験した業種においてもメーカー、サービス、金融、小売り、商社、監査法人など多
岐に亘る。このように、インタビュイーの選択は、性別、年齢、業種等において十分分散














Ａ 55 男 ６（２） 非鉄金属、消費財、商社、サービス 
Ｂ 50 女 ８（３） 監査法人、消費財 
Ｃ 41 男 ３（１） 銀行、商社、ベンチャー 
Ｄ 40 男 ４（１） 商社、娯楽、サービス 
Ｅ 60 男 ８（５） 運輸、医療機器、消費財 
Ｆ 54 男 ４（１） 鉄鋼、小売、監査法人、消費財 
Ｇ 54 女 ８（３） 監査法人、消費財、物流、娯楽 

















































































































                                                   
20 研究上規定され、分析のために設定された抽象化された他者 
概念 

















































項目 説明 記号 ナンバリング(例) 
カテゴリー 複数の概念間の関係をまとめて、抽象度を上げた
もの。 












































































































































































                                                   




























































































































                                                   
23 厚生労働省「新規学校卒業者の就職離職状況調査」による。
(http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000137940.html) 




































































































































































































































                                                   






























































































































































































































































































































                                                   
27 Groysberg, B and Abrahams, R. (2010)では、優秀な人材が転職に失敗する理由として、（１）下調べが不十分であ
る、（２）お金に釣られて転職する、（３）「将来のため」でなく、「現状から逃れるため」転職する、（４）自分を過大
評価する、（５）目先のことしか考えない、の５点を挙げている。 




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































定モデルとして最も代表的な限定合理的意思決定モデル29（Simon, 1957; March and 















                                                   
29 「たいていの人間の意思決定は、それが個人的なものであってもまた組織内のものであっても、満足できる代替的
選択肢を発見し、それを選択することと関係しており、例外的な場合にのみ、最適の選択肢の発見とその選択に関係し





































































































































































































       ↓ 
【他社でも通用する自信を培う】 









   ↓ 
＜転職人脈＞ 
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